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拝啓、秋麗の候、貴社におかれましてはますますご清栄のことと、お慶び申し上げま
す。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

DX化が進展する中で、データ利活用は重要な取組みとされ、これまで多くの金融機
関様がデータ整備や分析基盤整備、分析体制の構築をされてきました。取組みの内容
を分類すると以下のようなパターンがあったかと思います。

① 社内データを集約し、その後活用余地を考える（IT部門主導）

② 大きな構想の基に、内外のデータを集める（ビジネス部門主導）

③ データ分析に意味があるのかを小規模に検証し、意味があれば少しずつ仕組みを 

 構築する（ビジネス・IT一体）

①は技術的な先進性が関心を集め、②は新たなビジネスが期待されてきたと思います。 

③は地味ですが、結果的にはこのパターンは実があったと思います。

データが今後のビジネスに大きな影響を与える事は疑いの余地はありません。ただ、
データと分析できる人材がいれば、あとはなんとかなるというわけではありません。
実現したい事は何か？、そのためにどんなデータが必要か？、必要なデータを取得で
きていなければどう取得するか？、を考える事が重要だと考えます。

ビジネス部門、業務部門、テクノロジー部門の参加なくして、データ利活用はありま
せん。金融機関によっては、�実現したい事�を顧客や代理店と検討していたり、�必
要なデータの取得�のためにUI/UXを工夫して業務処理上必要ではない情報も取得で
きるようにしていたりします。

本号ではデータを中心とした記事を記載します。皆様のデータ活用の一助になれれば
幸甚です。

今後ともご愛顧のほど宜しくお願い申し上げます。

敬具

2022年10月吉日

アクセンチュア株式会社
常務執行役員
金融サービス本部　統括本部長
中野　将志
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データドリブンバンク

2010年代からのデジタル化社会の到来に伴い、「ビッグデータ」等のデー
タ利活用に向けた機運は高まっていたが、実装にかかるコスト・効果が見え
づらかったため、取組みはマーケティング等の限定的な領域であった。

しかし、アフターコロナを見据えた現在は、銀行業界もデジタル化の加速に
より、そこで得られるデータを活用する潮流が生まれている。
つまり「データ利活用」は�古くて新しいテーマ�といえる。

本稿では、国内銀行の取組み事例をご紹介しながら、データ利活用の�今�
と�今後の展望�を考察したい。

奧村　仁

2006年入社
ビジネス コンサルティング本部
コンサルティンググループ
シニア・マネジャー

銀行業界デジタル化の加速

国内の人口減少による労働生産性向上
の社会要請、テクノロジーの進展を背
景に、コロナを契機にした非対面チャ
ネルの高度化・業務のデジタル化が加
速している。

･ チャネル：デジタルチャネルの活用
増加により顧客の行動データを捕捉
しやすくなり、営業に活用できる機
会が増加

･ 業務：BPM/RPA/AI-OCR等を駆使
した業務のデジタル化により、顧客
の取引傾向・事務時間のデータを活
用し、更なる生産性向上が可能

･ テクノロジー：データを可視化する
BIツール、データを格納するクラウ
ド環境、DWH/DMの高度化・一般
化に伴い、従来よりも低コストで実
現可能

上記状況を鑑みると今がまさにデータ
利活用に取り組むべき時だといえる。

今まさにデータ利活用の時期

データ取得が容易になることで、顧客
に関する理解を深め、顧客体験を向上
するためのマーケティング施策の高度
化が進展しているが、近年のデータ利
活用はさらに身近なレベルまで広がっ
ている。

データは経営の意思決定にも活用可能
である。変化が激しい現在の経営環境
において、従来の経験と勘だけで意思
決定を行うことが難しくなっている。
経営情報を可視化する�経営ダッシュボ
ード�は様々な産業で求められるツール
になりつつある。

また、営業現場でも顧客別推奨商品等
の営業リード等を自動的に生成するこ
とが可能になる。従来一定の経験・ス
キルを持った人材が行う営業に資する
顧客情報の識別を自動化し、網羅的な
営業機会の識別ができる。

更には、外部データとの組み合わせに
より、自行が対象としている市場の規
模・シェアを可視化し、過去比較（前
日比・前月比・前年度比等）だけでな
く、実績が十分かを検証できる。

データ利活用を浸透させる
アプローチ

データ利活用は活用領域・推進組織・
データ活用人材・データ活用の仕組
み・データ整備の5点が重要なポイント
になる。（図表1）

･ 活用領域：マネジメント/現場によ
るデータ利活用の理解を元に、実現
したい全体像を整理すること

･ 推進組織：専任組織を立ち上げ、デ
ータ利活用ケースを実現しショーケ
ースを作ること

･ データ利活用人材：取組みにデータ
活用人材を参画させ育成すること、
必要に応じて人事制度面での配慮を
行うこと

～データ利活用の“今”と“今後の展望”



データの活用部署について最
も当てはまるものは？

組織のデータ利活用支援に最
も当てはまるものは？

データによる意思決定への関
与に最も当てはまるものは？

社内人材の育成・活用に最も
当てはまるものは？

データ管理体制として最も当
てはまるものは？

図表1．データ利活用レベルのフレームワーク

･ データ利活用の仕組み：意思決定や
システムの仕組みにデータ利活用機
能を組み込むこと

･ データ整備：重要領域を見極めて、
優先度をつけデータ整備を推進する
こと

また、上記は短期的な取組みにより定
着化するものではなく、中長期での視
点で取組むべきテーマとなる。

静岡銀行での取組み事例

2021年1月に静岡銀行が稼働させた新勘
定系システムは、新たな設計思想によ
るプログラムの刷新やオープン化技術
の採用などにより、いち早く勘定系シ
ステムの�2025年の崖�を越えてきた点
で先進的であるが、更に次のＩＴ戦略
の一手として、情報系システムの刷新
を契機としたデータ利活用の高度化に
着手している。

本プロジェクトでは、情報系システム
を明確な戦略領域として位置づけてお
り、①還元帳票の抜本的な見直しを通
じた行員のワークスタイル変革、②デ
ータ利活用の戦略領域への発展に向け
て「情報基盤整備」「ユースケース設
定」「人財育成」の三位一体を軸とし
た全行的な取組みとしているという特
徴があり、データ利活用の高度化を目
指す事例としてご紹介したい。

①  ワークスタイル変革

帳票の電子化や、帳票自体の削減によ
る業務のシンプル化を通じたコスト削
減に取り組む事例はこれまでも多く見
られた一方、静岡銀行では情報系シス
テムを刷新する機会を、帳票起点の業
務を抜本的に見直し、クラウド技術の
活用と併せて行員のワークスタイルを
変革する好機と捉えた。

帳票主体の情報還元ではなく、ポータ
ルサイトに以下のような機能を実装す
ることにより、行員が働く場所を選ば
ずタイムリーに情報を入手することを

可能とし、次の行動につなげられる仕
組みづくりを目指している。

1. 確認するべきエラーの発生など、業
務開始のトリガとなる情報をプッシ
ュ配信する機能

2. 顧客の取引や行動変化を検知し、イ
ベントに応じた見込み先リストを配
信する機能

3. 定点観測情報を一画面に集約し行員
の職位や立場に応じて必要な切り口
や粒度で情報を可視化できるダッシ
ュボード機能

4. ツールを使い、店別・顧客別・担当
者別など様々な単位での検索・集計
を容易に可能とするDB検索機能

なお、これらの機能を活かす前提とし
てデータカタログの整備を進め、ユー
ザーがシステム部門の専門家に頼らず
データを自由かつタイムリーに利用で
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活用部署

推進組織

人材

活用の仕組み

データ整備

活
用
領
域

･ 個人の判断でデータを利用す
る状態

国内銀行の水準

Lv.1 Lv.2 Lv.3

海外先進銀行の水準

･ 現場での分析等に徐々にデー
タが用いられ始めている状況

･ データ利活用が戦略に不可欠
なものと位置づけられ、外部
へのサービスとしても利用

データ利活用が 
できていない企業

データ利活用の組織的な 
強化に取組む企業

データ利活用を 
武器とする企業

組
織

･ データ利活用強化のため組織
が不在、未着手

･ データ利活用強化のため組織
を構築し、社内の活用強化を
始めようとしている

･ データ利活用強化のため組織
は率先してデータ起点の経営
判断を行う

･ データ利活用はシステムや意
思決定に全く影響しない

･ 通常業務やシステムにデータ
利活用機能が組み込まれ始め
る

･ データ利活用機能のシステム
や意思決定への組み込みが完
了

ガ
バ
ナ
ン
ス

･ 基礎的な統計知識を持つ人材
が社内に分散し、単一の業務
に従事

･ 組織及び可能な人材が存在
し、アナリスト専用のHRプロ
セスが存在

･ データ人材が経営の中心的役
割を期待され、育成の機会も
充実

･ 分析に必要なデータが一部存
在するも、管理はバラバラで
低質

･ 重要な領域に関しては、分析
に必要なデータが社内で統合
されている

･ データ整備が戦略と密接に関
連し、有用なデータによる差
別化・サービス化を実現
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図表2．静岡銀行様の取組み（三位一体）

きる環境の整備（データの民主化）も
並行して進められている。

②  情報利活用の戦略領域への発展に 

       向けた三位一体の取組み

柔軟かつ高速なシステムは必要条件だ
が十分条件ではないため、高価なシス
テムやツールを導入しただけではプロ
ジェクトは成功しない。

戦略を実現するためのユースケースを
定義し、そのために必要なデータを揃
え新たなサービスを創出できるデジタ
ル人財を育成する、この「システム」
「ユースケース」「人財育成」三位一
体で進めることがデータ利活用をテー
マにしたプロジェクト成功の要諦とな
る。（図表2）

静岡銀行では、情報系システムを業務
処理や他系インターフェース、および
集計機能の提供に留まらない戦略領域
であると位置づけ、データ利活用を戦
略領域に発展させるため、この「三位
一体」の考えをもとに全行的な取り組

みとして着手している。

･ パブリッククラウド環境を活用した
スピーディーかつ柔軟なシステム環
境の整備

･ 行員や顧客視点でのデータ利用によ
る効果創出・体験刷新を具体的に想
定したユースケースの検討

･ ビジネス・システム双方を理解し、
データを活用して新たなサービスを
創出できる人財の育成

特に、ユースケースの検討過程では多
くの役員・本部部長などからニーズや
課題をヒアリングした結果を外部の知
見を取り込みながら整理し、優先度を
つけ順次実装していくという全行的な
取り組みとしている。

おわりに

銀行において長く使い続けてきたシス
テムは、更改方針の充分な検討時間や

行内での知見の不足などから、現行ベ
ンダーによるハード更改や現行機能踏
襲となりがちで、変革の好機を逸して
しまう事例が散見される。

この轍を踏まないよう、本稿がデータ
を活用してビジネス効果を創出できる
データドリブン型の組織へのトランス
フォーメーションを果たすための一助
となれば幸いである。

事例を紹介させて頂いた静岡銀行様に
感謝を申し上げたい。

�三位一体�体制で推進する必要性

･ アイデアを高速で実
現できる�仕組み�

･ データを分析・活用
できる�人財�

･ デジタルサービスを
創れる�人財�ビジネス効果を創出し、それを高速反復・改善

し続けられる仕組みが重要

小さく生み、�三位一体�で育てる事でビジネス効果を創出

ユースケース

システム 人材育成

ビジネス 
効果



データ駆動型ビジネスを支えるデータマネジメント
の必要性
～データ利活用促進の基盤づくり

2018年に経済産業省が「DXレポート」を発表したことを受け、業種・業態を
問わず多くの企業がDXを推進している中、金融機関の多くの企業も変化し続
ける顧客行動やニーズをすばやく察知し、他社との利益競争に勝っていくた
めに、DXの一環としてデータ駆動型ビジネスを推進している。

一方で、ビジネス拡大をするため、企業が利活用すべき保有データが年々増
加しているにも関わらず、データ自体は保管していても効率的にデータを活
用するためのガバナンスを整備できていない企業が多く見受けられ、自社の
データを適切に管理する「データマネジメント」の重要性が高まっている。

本稿では、データ駆動型ビジネスを支えるデータマネジメント推進のポイン
トを金融機関における弊社事例を踏まえてご紹介したい。直井　健志

2017年入社
ビジネスコンサルティング本部
キャピタルマーケットプラクティス
シニア・マネジャー

データ利活用ビジネスの普及

国内金融機関では、業務で扱う様々なデ
ータを利活用してビジネスを拡大するデ
ータ駆動型が普及し始めており、近年の
急速なデジタル化による取扱データ量や
種類の大幅増加、顧客のニーズの多様化
による顧客満足度向上の提案、他社との
差別化が必要となっている。

これらの理由から、膨大かつ多様な情
報から必要なデータを適切に取り出
し、データを活用した経営層の意思決
定や、より顧客ニーズに合わせパーソ
ナライズ化した提案・情報をスピーデ
ィに提供することが求められるため、
保有するデータ利活用の体制構築の整
備が重要となっている。

環境変化への海外金融機関の動向

今日の金融機関は、テクノロジーとデータ
の利活用に長けた仮想通貨等のフィンテ
ックビジネスやデータ分析、AIに長けたベ
ンチャー企業が競合相手となっている。

このような競争環境の変化に備え、先
進的な海外金融機関は、データ分析の
専門部署設置と分析人材派遣、データ
分析のプロセス標準化、外部データの
取り込み等、「意思決定」に必要なデ
ータを経営層に提供する態勢を急ピッ
チで構築し、データ利活用を通じた「
意思決定」ができる体制整備で先行し
ている。

一方で、国内の金融機関もデータプラ
ットフォームの構築やCRM・BIツール
導入およびデータ分析専門部署(データ
COE)の設置等の取り組みを進めている
が、広範なデータの集積・利活用に基
づく包括的な意思決定サイクルにおい
ては海外金融機関に後れを取っている
状況である。

では、なぜ国内の主要金融機関ではデー
タ利活用が進んでいないのだろうか。

データ利活用促進の主たる課題例

変化する外部環境や海外主要金融機関
の動向を受け、国内の主要金融機関に
とって意思決定の高度化や顧客行動の
変化に対する営業員の行動変容が喫緊
の課題となっており、CRMやデータ
プラットフォーム、BIツール等を導入
し、データ分析の専門部署を設置する
などの取り組みを積極的に行っている
が、十分な成果が表れていない。

以下、具体的にビジネスやシステムの
観点から具体的な課題を例示する。

ビジネスにおける課題例

<経営者向けの課題例>

▷ 金融機関の意思決定に有益となる分
析・報告ができないため、適時・適
切な意思決定ができない

▷ データ定義のバラつきがあり、報告
内容に応じて都度手作業での補正・
加工が必要となる

6
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<顧客・営業員向けの課題例>

▷ 顧客ニーズに合わせた有益な提案や
情報提供をタイムリーに提供できて
いない

▷ スキルをもつ人材が各部に散在して
おり、分析手法も各部各様でノウハ
ウが蓄積されない

システムにおける課題例
▷ データ構造に関するルールがなく、
システムごとにコード体系や粒度が
異なり、データの体系を揃える負荷
が大きい

▷ データ配置・フローがシステムごと
の個別最適となっており、一元的に
集約・統制できず、開発・運用保守
にコストがかかる

各社多くの課題が存在する中、ビジネ
スが必要となるデータを単純に蓄積す
るプラットフォーム構築への注力に陥

りがちであり、利用者が使い易いプラッ
トフォームになっていない事が多い。

弊社では、上記課題を解決し、データ
活用を促進する為に、「データ活用戦
略の立案」「データマネジメントの方
針策定」「データプラットフォーム構
想立案」の3つのポイントを正しく検討
推進していく必要があると考えている 

（図表1）。

では、実際にデータマネジメントを推
進する上で重要となるポイントは何だ
ろうか。

データマネジメントのポイント

データ活用戦略の立案

「データ活用戦略」は、企業やデータ
利用者それぞれで定義されており、一
般的に確立された定義がある訳ではな
いが、その時々企業の経営方針(中期経
営計画等)に従って、全社的に必要なデ
ータを理解した上でのビジョンの策定

と、各ビジネス部門における優先領域
を見極めた上でデータ活用施策を定義
する。

実際に、データ活用のロードマップを
策定し、対象部門のユースケース策
定・対応方針の検討、POCの実行計画
策定等が重要なポイントとなる。

データマネジメントの方針策定

前段で定義したデータ活用戦略を実現す
るためには、データの整備・品質確保に
向けたルールやプロセス、組織等の定義
を行うことが必要であると考えられ、弊
社においても「データマネジメントフレ
ームワーク」における6つの検討すべき
論点を整備している(図表2)。

データマネジメントの方針策定におけ
る弊社事例では、「データガバナンス」 
「データ管理」「データアーキテクチャ」
「データセキュリティ」の方針策定を
重要視しており、実際に優先度高く着
手している企業が多い。

図表1．データ利活用に向けた検討要素

データマネジメントの方針策定

データガバナンス

データ統合

データ管理

データアーキテクチャ

データ品質管理

データセキュリティ

データプラットフォーム構想立案

アナリティクス

データレイク

ETLツール

DWH データマート

ビジョン

優先領域 データ活用施策

データ活用戦略
の立案 ・ データ活用のビジョンを策定し、優先領域を決定の

上、データ活用施策の検討を行い、データ活用戦略
として整理

・ データ戦略を実現するための、データの整備・品質
確保に向けたルールやプロセス、組織等の定義

・ データを蓄積・分析を実行するためのプラット 
フォームの構想立案

・ データプラットフォームの実装・運用



一方で、「データ統合」や「データ品
質管理」については、検討内容や打つ
べき施策は何か、整理できていない企
業が多く見受けられる。

特に、データ利用者のユースケースと
紐づけた標準化データ・モデリングの
定義や、常に洗練されたデータを提供
するための品質改善プロセス策定に苦
労している。

昨今の金融規制対応だけではなくトッ
プラインの拡大等、ビジネスを拡大し
ていく上で、この2つの方針策定の高度
化を継続的に追求・改善していくこと
が金融機関における重要なポイントと
なると言える。

データプラットフォーム構想立案

データの収集や統合による最適化・一元
管理・データの分析などに活用するデー
タプラットフォームを構築し、実際に、デ
ータ分析の高度化により業績を飛躍的に
伸ばしている企業が多く見受けられる。

データプラットフォーム構想立案は、
以下のポイントを抑えたアーキテクチ
ャを検討していく必要がある。

✓ 膨大なデータをよりタイムリーな情
報として利用者に提供可能とする高
速処理

✓ 大量データの増減に対して、スピー
ディに対応するアーキテクチャ

✓ 個人情報の漏洩等、金融機関の規定
に則した堅牢なセキュリティ

まとめ

このように、データ駆動型のビジネス
拡大におけるデータ利活用を推進し、
利用するデータを集めてデータプラッ
トフォームを構築する金融機関は多く
あるが、活用に結びついていないケー
スも見受けられる。実際に、データ利
用者が使い易くビジネスで活用できる
データを提供するため、弊社ではデー

タマネジメントの方針策定が非常に重
要な検討テーマとなると考えている。

特に、「データ統合」や「データ品質
管理」の方針策定を重点的に行い、長
期的な視点でデータ利活用のビジネス
拡大実現に向けたデータプラットフォ
ーム構築が出来ることが望ましい。

図表2．データマネジメントフレームワーク
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データ 
ガバナンス

データ
統合

データ 
管理

データ
アーキテクチャ

データ
品質管理

 データ
セキュリティ

1 2 3 4 5 6

データ管理組織 データ定義 データ品質評価 データ統合 プラットフォーム データ分類

システム データ管理方針 データクレンジング データマッピング データモデリング

データ保管時の処理

情報持出制限
データ整備方針 メタデータ管理 データモニタリング データ移行 データ保持 /  

アーカイブ

認証・認可

ログ・監視

データマネジメント戦略

人/組織 ビジネスユーザ データ管理者 データサイエンティスト データアーキテクト コンプライアンス管理者 データエンジニア

データドリブン・プロセス ガバナンスプロセス MDMプロセス 品質管理プロセス 監査/コンプライアンス 変更管理

テクノロジー MDMツール ETLツール データモデリングツール ガバナンスツール メタデータツール

データマネジメントフレームワーク

データライフサイクル

データ
生成

データ
廃棄

データ
マネジメント

データ
蓄積

データ
移動

データ
活用
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国内損害保険会社グループ各社はERM（戦略的リスク経営）の枠組みにおい
て、重要なリスクに加えてエマージングリスクを定め、リスクが発現しない
ように制御、あるいは発現した場合の対策を検討している。

各社は、海外保険事業やデジタル事業などによる事業拡大を目指す一方、日
本の人口減少に伴う国内損害保険事業のマーケット縮小に対し、新商品・サ
ービスの開発は進めているものの、収益の源泉である保険契約を獲得する募
集チャネルが抱える根源的課題に十分に対応しきれていない。

本稿では、「自動運転技術の進展」を損害保険事業の根幹に影響を与えるエ
マージングリスクの観点で捉え、募集チャネルに大きな変革をもたらすシナ
リオとその対策について考察する。村上　智

2019年入社
ビジネスコンサルティング本部
コンサルティンググループ
プリンシパル・ディレクター 

ERMの重要性

事業環境が複雑化し、その不確実性が
増していく中、「リスク」の専門家で
ある損害保険会社としても、自社を取
り巻くリスクを網羅的に捉え、その発
現可能性と影響度を把握し、対策を実
施することが欠かせない。

近年、損害保険業界における重要なリ
スクとして自然災害、サイバーやパン
デミックなどが取り上げられている。
各社は、これらのようにすでに発現
し、その影響度が一定見えている重要
なリスクに加え、エマージングリスク
を定めている。エマージングリスクの
各社の定義は、「環境変化などによって
発現し、大きな影響を及ぼす可能性があ
るが、その影響度や時期の把握は困難な
リスク」と共通的に捉えられる。

これらのリスクをERMの枠組みの中で
適切にコントロールして経営の安定性
を増すとともに、リスクを新たな機会

として捉えることが、中長期的に各社
の業績に影響すると考えられる。

シナリオプランニングによるエ
マージングリスクの特定

エマージングリスクは、どのようなリ
スクかが明確に見えづらいところにそ
の特徴がある。その特定のために使わ
れる手法の一つがシナリオプランニン
グである。

エマージングリスクの要因としてある事
象を捉えたとしても、シナリオプランニ
ングの内容によって、リスクシナリオな
らびにその対策が大きく異なる。適切
なシナリオの策定が重要である。

自動運転技術の進展がもたらす
リスクシナリオ

自動運転技術の進展に伴って自動車保
険が変容していくと、一般的にも想定
されている。このシナリオを更に掘り
下げ、「自動車保険料の減少」、「自

動車保険マーケットの消失」、「代理
店経営の危機」、「主要募集チャネル
の瓦解」という４つの段階に分け、中
長期的に損害保険事業に及ぼす可能性
のあるリスクシナリオについて順を追
って見ていきたい（図表1）。

1．自動車保険料の減少

保険料の原価の最大構成要素はロスコ
ストである。ロスコストは事故率と支
払単価の掛け算であるが、自動運転技
術が進展することにより、この事故率
が大幅に減少していくことは明白であ
る。自動車そのものは高機能に伴う高
額化も一定見込まれるが、量産化に伴
う影響や消費者のアフォーダビリティ
ーを踏まえると、事故率の減少を上回
る高額化は考えづらい。

この結果、自動車保険料は単価が減少
していくことになり、人口減少と相ま
って、既存の自動車保険料収入は大き
く減少していくものと推測される。

自動運転技術の進展がもたらす損害保険業界の 
エマージングリスク
～忍び寄る募集チャネルの大変革期



2．自動車保険マーケットの消失

自動運転レベルがレベル0～2までの間
は、運転主体が運転者にあるため、既
存の自動車保険を軸とした状況に大き
な変化は想定されず、その影響は前
述の自動車保険料の減少に留まる。一
方、レベル3～5になると、運転主体が
原則あるいは完全に自動運行装置に移
行する。

現在の自動車保険は、運転者の事故の
有無に伴うノンフリート等級によって
その保険料が大きく上下する仕組みで
ある。運転主体が自動運行装置に移行
すると、このノンフリート等級制度が
成立しなくなる上に、そもそも運転者
が責任を問われることがほぼなくなる
と想定される。

レベル5の自動車の発売はまだ見えてお
らず、自動車の買い替えサイクルを踏
まえると、10年以上は先になるが、現
在の自動車保険とその仕組みは消失し

始め、自動車メーカー等が車両本体に
付保する賠償責任保険などに形を変え
ていくと想定される（図表2）。

3．代理店経営の危機

損害保険業界では、これまでも代理店
数が大きく減少した転換点が幾度かあ
った。ひとつは1990年代の代理店システ
ムの導入と代理店手数料の自由化であ
る。また、2000年代には、損害保険業界
における売上拡大や事業費削減競争な
どもあり、代理店手数料戦略が重要な経
営課題となってきた。加えて、昨今のコ
ンプライアンス強化やお客さま本意の業
務運営の浸透といった世の中の流れもあ
り、損害保険代理店に求められる業務品
質や期待が大きく増加した。

これらを受け、損害保険各社は代理店
統合の推進や生損併売などにより、代
理店の規模拡大や経営多角化を進めて
きた。そのような中、全体の損害保険
料収入の5割程度を占める自動車保険

に頼っている代理店にとって、自動車
保険のマーケットが消失するというの
は、これまでに体験したものとは全く
異なる次元の危機の到来である。

4．主要募集チャネルの瓦解

一般の個人顧客は、プロ代理店やディ
ーラー・整備工場で自動車保険を契約
していることが多いが、これらの代理
店は小規模の代理店の割合も比較的高
く、その影響を最も受けやすい。

これを損害保険会社側から見ると、代
理店数で7割以上を占める主要な募集チ
ャネルの経営が危機的な状況に陥る。
すなわち、損害保険会社がこれまでの
100年を超える歴史の中で積み上げてき
た募集チャネルの今後の在り方が問わ
れることとなる。

損害保険会社が取るべき行動

前述のようなリスクシナリオに対し
て、損害保険会社はプロアクティブに

図表1．自動運転技術の進展がもたらすリスクシナリオ 
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✓ レベル0～2の自動運転車が普及

✓ ロスコストの低下による保険
料単価の低下

 ・ 事故率の低下

 ・ 事故発生時の損害、損傷度 
 の軽減

自動車保険料の減少

✓ レベル3～5の自動運転車の普
及に伴い、運転操作の主体が
「自動運行装置」へ移行

✓ 保険カバーが自動車保険から
賠償責任保険等へ移行

自動車保険 
マーケットの消失

✓ 手数料の5割以上を占める自動
車保険の代理店手数料が減少
し、やがて消失

✓ 自動車保険に依存する代理店
経営の限界

✓ 保険関連サービス等による収
入多角化も考えられるが、自
動車保険の減収を埋めるには
不十分

代理店経営
の危機

✓ プロ代理店やディーラー・整
備工場などの自動車保険を主
軸としたチャネル構成の見直
しが必要

✓ 小規模代理店を中心に代理店
経営から撤退

主要募集チャネル
の瓦解

＜損害保険会社が取るべき行動＞

▶ 既存の募集チャネルの選択と集中
▶ 新たな募集チャネルの開拓
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対応をしていかないと、自動車保険以
外の保険種目の減収にも繋がりかねな
い。大きく2つの対策を時間を掛けて進
める必要があると考える。

1．既存の募集チャネルの選択と集中

現在も各社は代理店の大規模化ととも
に、クロスセルを通じた取扱保険料の
拡大を推進している。また、損害保険
会社自身が保険関連サービスの提供に
よる収益源の多角化を図っているのに
あわせ、代理店を通じたこれらのサー
ビスの提供によって、代理店の収益源
の多角化も一定検討されていると思わ
れる。

しかしながら、想定されているリスク
シナリオのインパクトはこれらの対策
では不十分と考えられる。経営が成り
立たなくなる代理店の市場からの退出
に向けて、ソフトランディングの方策を
検討する必要がある。個々の代理店にあ

ったベストな方法を、長い時間をかけて
一緒になって考え抜くしかない。

一方で、コンサルティング力を有する
優秀な代理店層はこれからもお客さま
のニーズが見込まれるため、支援が重
要である。時間や場所の制限を受けな
いコミュニケーション方法がこのコロ
ナ禍で急激に浸透したことを奇貨とし
て、効率的な募集方法のプラットフォ
ームを提供するなど、これまでの延長
線上にない施策によってサポートする
ことが求められる。

2．新たな募集チャネルの開拓

より効率的な募集を可能とする新たな
チャネルをこれまで以上に積極的に開
拓する必要がある。他業種からの損害
保険業への参入リスクもある中、プラ
ットフォーマー等を通じた主要商品の
販売を将来的な軸として開拓していき
たい。

自動車保険マーケットが消失していく
までの限られた時間で、商品力やブ
ランド力を高めることが、他の保険種
目も含めた販売の底上げには必須であ
る。既存の代理店の反発も想定される
が、前述のサポート等のストーリーと
あわせて丁寧に説明し、共に栄えてい
く方策に理解を求めたい。

最後に

少し先のリスクシナリオであるが、一
方でその対策についても時間を要す
ることをご理解いただけたものと考え
る。業界の適切な発展のためにも、忍
び寄るその時に向けてこのリスクをチ
ャンスと積極的に捉え、新たな業界秩
序をもたらす損害保険会社グループが
出てくるものと信じている。

図表2．自動運転レベルと保険カバーの関係 

SAE レベル0
なし

SAE レベル1
運転支援車

SAE レベル2
運転支援車

SAE レベル3
条件付自動運
転車
（限定領域）

SAE レベル4
自動運転車
（限定領域）

SAE レベル5
完全運転自動車

運転者が全ての運転操作を実施

概要 運転操作の主体 保険カバー（イメージ）

アクセル・ブレーキ操作またはハンドル操作のどちらか
が、部分的に自動化された状態

アクセル・ブレーキ操作およびハンドル操作の両方が、
部分的に自動化された状態

特定の走行環境条件を満たす限定された領域において、
自動運行装置が運転操作の全部を代替する状態
※ただし、自動運行装置の作動中、自動運行装置が正常に作動しないおそ
れがある場合においては、運転操作を促す警報が発せられるので、適切に
応答しなければならない

特定の走行環境条件を満たす限定された領域において、
自動運行装置が運転操作の全部を代替する状態

自動運行装置が運転操作の全部を代替する状態

運転者

自動車保険

自動車保険と
賠償帰任保険等の混在

賠償責任保険等

自動運行装置

注）レベル３においては、自動
運行装置の作動が困難な場合

は運転者 

出典：公開情報を元にアクセンチュアで作成
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金融機関におけるデータビジネスの可能性
～データを起点としたビジネス変革

デジタル技術の進化に伴い、あらゆるものがデータ化され始め、データ量は
爆発的に増加している。また、メタバースのようなデジタルによる新たな経
済圏も登場し始めたことで、今後さらにデータ量は増えていくことが予想さ
れ、ビジネスにおけるデータの重要性はますます増してくるだろう。

データ活用は企業の成長に大きな差をつけている。しかし、日本企業は米国
企業など海外と比較して十分に成長を実感できていないのが実態である。

データによる成長には単なる個別施策への活用ではなく、ビジネス変革をい
かに実現できるかがポイントになる。

金融機関がデータを起点に成長するための方向性について本稿で考察して
いく。

川上　裕輔

2011年入社
Accenture Song
シニア・マネジャー

データの重要性の高まり

競争領域としてのデータの拡大

現在、デジタル技術の進展によりあら
ゆるものがデータ化され、分析など
データ活用技術の高度化も進んでい
る。IoT（インターネット・オブ・シン
グス）に代表されるセンサー・デジタ
ル技術の高度化・低額化により、今後
ますますデータ化は進んでいくと考え
られる。

その結果、データを起点とした全く新
しいビジネスが誕生し、メタバース
のような全てがデータで構成されるデ
ジタル経済圏も広がっていくことは想
像に難くない。そのため、ビジネスに
おけるデータの重要性はますます増し
ていくだろう。金融機関も例外ではな
く、データを起点にこれまでの事業に
囚われない変革の実行が重要になるだ
ろう。

企業活動におけるデータの重要性

データを中心としたデジタル活用は企
業の成長にも大きな差をつけている。
日本企業は米国企業と比較して、デー
タ活用によるビジネス成果を十分に実
感できていないと感じている（図表1）。
こうした実感の理由は、日本では海外
と比較して、データを中心としたデジ
タル活用の重要性があまり認知されて
おらず、データ活用している場合も個
別施策への活用にとどまっており、ビ
ジネスモデルを大きく変革することが
出来ていないことが原因と考える。先進
企業の取組みを踏まえつつ、本邦金融機
関が今後どのようにデータを活用してい
くべきか考察していきたい。

データ利活用の考え方

データ利活用の全体像

データ利活用のプロセスは、①データ
収集、②分析（アナリティクス）、③
データ活用・価値創造、の大きく3つの
プロセスに定義できる（図表2）。この

プロセスで最も重要なポイントは、デ
ータ収集と価値創造の循環サイクルに
ある。データを活用した新たな提供価
値を通じて、どのように別の新しいデ
ータを取得するか。そしてそのデータ
を原資にまた新たな価値を創造すると
いう循環サイクルを実現することで、
データビジネスの更なる成長を目指し
ていくことが重要と考える。

次に、各プロセスで考慮すべきポイン
トについて考察したい。

①  データポイントの重要性

データ収集のプロセスで最も重要なの
は、データを収集するデータポイント
をどれだけ確保できるかである。金融
機関が保有するデータポイント代表例
としては、損害保険会社におけるドラ
イブレコーダーだろう。ドライバーの
運転動態に関する様々なデータを取得
することが可能である。しかし、それ
以外に十分なデータポイントを金融機
関は保有していないのが実態である。
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海外の先進例として、B B V A銀行は
Open APIを活用し、他行と連携するこ 
とで、従来収集していた金流データか
ら日々の顧客の行動・特性情報まで収
集データの幅を拡張している。その結
果、顧客のリスク分析精度の向上を実
現した。損害保険会社のGeneraliはIoT
センサー自体を製造するJeniotという
子会社を立ち上げ、モビリティやスマ
ートホームなど様々なビジネス向けの
IoTセンサーを開発・拡販している。
販売したセンサーで取得したデータを
Generali自体が利用できるようにする
ことで、本業である損害保険事業での
データ利活用を進めている。

このように、新たなデータの取得のた
め、アライアンスや自社でのセンサー
開発によるデータポイント拡充に注力
している。

②  アナリティクスの専門性の深化

収集したデータを活用するアナリティ
クスケイパビリティについては、国内

外の各社共に競って人材確保を進めて
おり、競争領域と言える。

国内金融機関も、データサイエンティ
スト専門組織を立ち上げている企業
は多いが、元々コア業務に関する分析
を目的としていた。しかし、データの
質・量ともに飛躍的に拡大している中
では、より高度なアナリティクス技術
が求められており、如何に継続的にア
ナリティクス人材を確保できるかが重
要になってくるだろう。

海外の先進企業を見てみると、事業目
的に合わせた専門組織を立ち上げてい
るケースも見られる。代表的な事例と
して、損害保険会社のAXAは気象デー
タや衛星データについて分析する専門
組織としてAXA Climateという会社を
立ち上げ、社内外問わず専門人材を獲
得している。このように、事業目的に
よっては専門組織を立上げ、人材獲得
に向けたマーケットポジションを確保
していくことも一考する必要があるか
もしれない。

③  価値創造の方向性

価値創造の方向性としては、従来のよ
うな個別施策への活用では不十分であ
り、データを起点にどのように変革し
ていくが今後の要諦となる。変革は2つ
の方向性が考えられる。1つ目はオペレ
ーティングモデルの変革によるデータ
起点での業務（オペレーショナルエク
セレンス）の実現である。2つ目はデー
タを起点にビジネスモデル自体の変革
を目指す方向性だ。ビジネスモデル変
革は、キラーデータを活用したプロダ
クトリーダー型または、エコシステム
全体のデータをレバレッジするエクス
ペリエンスデザイナー型の方向性があ
ると考えられる。両者は価値の発揮す
る領域は異なれど、データを起点に既存
事業を前提としない新しい価値創造にチ
ャレンジすることが重要になる。

図表1．データ利活用の成果実感

53%

17%

20%

5%
5%

28%

57%
11%

4%

約3.4倍

(N=147) (N=263)

すでに十分な成果が出ている

まだ見通しは分からない

すでにある程度の成果が出ている

取り組んでいない

今後の成果が見込まれている

出所：IPA「DX白書2021」公知情報よりアクセンチュア作成
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オペレーショナルエクセレンスの実現

オペレーティングモデルの変革は、社
内の業務をデータ起点で設計すること
で効率化・最適化されたオペレーショ
ナルエクセレンスを実現することを目
指す。損害保険会社のAllianzはプロセ
スマイニングツールを活用し、業務プ
ロセスを全てデータ化し、業務効率化
により数十億円規模のコスト削減を実
現した。証券会社Bridgewaterは従業員
のスキルや性格を基に従業員ゲノムを
作成し、人事制度を刷新、大幅なコス
ト削減に成功している。このように従
来データ化できなかった業務プロセス
を如何にデータ化してくかがポイント
になる。

キラーデータを活用したプロダクト

プロダクトリーダーの代表的な事例と
してDiscovery Bankを挙げたい。グル
ープの保険事業で収集した運転データ
や健康データを顧客理解に活用し、銀

行事業での行動連動型の金利優遇商品
の提供を実現している。ポイントは各
事業でデータポイントを開発し、キラ
ーデータを収集しつつ、それらを事業
内に留まらない、統合活用ができてい
る部分にある。

データ起点でのエクスペリエンスデザ
イン

エコシステムにより業界を丸ごとデー
タ化した例として、DBS銀行が代表的
だ。中小・零細企業向けにERPシステム
ベンダーと提携し、金融・非金融サー
ビスを提供するプラットフォームを設
計・展開している。ERPシステムと銀行
システムを統合し、企業の商流・金流
に関するあらゆるデータをリアルタイ
ムに収集することで、各事業で必要と
なる金融ソリューションの提供に成功
している。

データビジネスの可能性

あらゆるものがデータになっていく中
では、金融機関がデータによるビジネ
ス変革を目指すには、必要なデータを
どこまで収集できるかがポイントにな
る。一方で、これまでアセットを持た
なかった金融機関が第二、第三のドラ
イブレコーダーを保有することに踏み
出すことは難しいだろう。そのため、
まずは金融機関ならではの資金調達力
や金融商品を活用しつつエクスペリエ
ンスデザイナーとして、他企業のデー
タを上手く取り込んでいくことから検
討できないだろうか。データ・デジタ
ル技術の進化スピードは速く、本稿で
述べた考え方もまた1つの可能性に過ぎ
ない。本邦金融機関には、ビジネスモ
デル変革にむけて、まずは新しいデー
タの収集に向け踏み出すことを期待し
たい。

図表2．データビジネスの全体像

①  データ収集 ②  分析（アナリティクス） ③  データ活用・価値創造
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最近話題のプロジェクト

業態　　　  

銀行

案件概要 ST CS TCIN OP

系統金融機関におけるIBシステムの刷新・高度化方針の策定支援

法人マーケティング・営業高度化に向けた戦略立案、システムブルー
プリント策定

シンガポール現地法人におけるAPAC地域向けのAO・IOサービスの
アウトソーシングとして、コスト削減・ソーシング力の強化を図る

(略) ST : ストラテジー、 CS : コンサルティング、 IN : インタラクティブ、 TC : テクノロジー、 OP : オペレーションズ

証券 大規模基幹システム更改およびクラウド化に係る基本設計

全社BIツールとして活用しているWebFOCUSとSASについてバー
ジョンアップを図ると共にAzure環境に移行するSIプロジェクト

総合証券会社において、事業部横断で全社のIT予算を一元管理、共
通のKPIで評価することで投資ポートフォリオの適正化・コストガ
バナンス強化を図る

不動産仲介業者のCRMシステム全面刷新検討支援

DX戦略に即したIT中期経営計画の策定

保険 人事制度改革に伴う、部門型人事を実現するためのDX＠HR

クラウドモダナイゼーションを活用したレガシートランスフォー
メーション

経済価値ベースの財務数値(IFRS)を活用した、新たな経営管理の基
盤づくり

ヒトのみに依存して売っていた生保に対して、ヒトxデジタルでの
新しい顧客アプローチの構想とPoC

各種事務手続や保障内容の見直しを行う業務基盤の構築支援

金融機関のデジタル技術などを活用したトランスフォーメーションは明確に次のス
テージに入っているように思います。

従来のフロント領域におけるデジタル活用から、金融コアシステムのクラウド化、
新しい時代にふさわしい人事制度の変革…というように顧客接点を起点に企業全体
の変革を実施して、実際に効果を実現する流れがますます加速しています。



アライアンスおよびパッケージ・システム
社名/ソリューション名 ソリューションタイプ ソリューション概要

弊社/
Accenture Multi 
Channel Platform
(MCP)

銀行向け 
プラットフォーム

グローバルも含めた銀行業経験と先進トレンドを反映した次世代ハブソリューション。フロントエンドとバック
エンドを分離し、商品・サービスの多様化や顧客志向のクロスセル営業プロセスをマルチチャネルで実現する。
顧客チャネル追加やバックエンドシステム統廃合を想定したSOA2.0型の柔軟なシステム間連携機能や、マルチチ
ャネルでの顧客情報統合管理、複数商品を跨るバンドル商品も含めた新商品・サービス生成、先進のチャネルフ
ロント構築機能をベースに、あるべき銀行のシステム全体像構築を効率的かつ強力に支援。

弊社/
Accenture Mobility 
Managed Service
(AMMS)

銀行・カード会社向け 
プラットフォーム

モバイルコマースのサービスデリバリープラットフォーム。モバイルバンキング・ポイント管理・ペイメント（NFC含
む）・クーポン・マーケティングなどのモバイルマネー系のコンポーネントを有する。従来、携帯キャリアが提供して
いたモバイルマネー系のサービスを金融プレイヤーが主導で構築できるため、スマートデバイスを新たな攻めのチャ
ネルとして活用することが可能。欧米において多数の導入実績を有する。

弊社/
Accenture Life 
Insurance Platform 
( ALIP)

生命保険会社向け 
契約管理システム

生命保険・年金保険の契約管理(サイクル)業務を包括的に支援する基幹系パッケージシステム。コンポーネント単
位の組み合わせによって、最適な機能のみの導入が可能。北米を中心に60社以上に提供中。2006年8月アクセ 

ンチュアがNaviSys社を買収後、ソリューション名をアクセンチュア生命保険プラットフォーム(Accenture Life 

Insurance Platform–ALIP)に改称。

弊社/
Memetrics
（Digital Marketing
Optimization）

マーケティング 
チャネル最適化 
ソリューション

Webサイトのランディングページ、E-mail、DM、リスティング広告、コールセンター等ダイレクトマーケティング手
段の活用を最適化し、売上増加、口座開設率の向上等、ROIの最大化を科学的かつ自動的に実現。2007年12月アク
センチュアがMemetrics社を買収したことにより、コンサルティングを含めたより総合的なソリューションとして提
供可能。

弊社/
Robotics Process 
Automation 
Solution(RPA)

ロボティック・プロセス・
オートトーメーション 
ソリューション

Blue Prism, Pega Robotic Process Automation, UiPath等とのアライアンスにもとづくRoboticsソリューション活用
により、"仮想的労働力の展開"、"人間対応業務とのシステム連携"、"自動化された業務プロセス化"へ取り組み、金融機
関の生産性向上、RPAシステム基盤の効率的導入、高品質な業務実現、コスト削減、取引の適正化、等を支援。

Pega BPM 
CRM 
ルールエンジンソフト
ウェア

業務プロセス・ルールベースのシステムを構築するための統合開発プラットフォームで、Pegaの活用によりビジネス
プロセスとシステムは一体となり、整合性のある柔軟なシステム構築を実現。Next-Best-Action Marketingによ
り、市場・消費者動向に応じた機動性の高い柔軟な対応ができ、クロスセル・アップセルの強化、営業推進の強化
が行える。また、Pega Robotic Automationを利用すれば、人と連携し、或いはPegaのBPMプラットフォームと連
携し、業務の自動化にとどまらず、業務遂行プロセスを最適化する。弊社はPlatinum Partnerとして、多くの海外事
例に基づいた銀行、保険などの金融機関へのシステム提供が可能。

Calypso 
Murex

トレーディング・ 
リスク管理システム 

デリバティブ（株式、金利、コモデティ、クレジット）、外為関連のディーリングフロントオフィス・リスク管理やバック
オフィス業務を行うための市場系システムの導入支援。欧州を中心に世界で200名以上のエンジニア（国内では約20

名）と多数の導入経験により培った方法論を最大活用。

日興システム 
ソリューションズ
（NKSOL）

証券・資産運用系
システム＆
コンサルテーション

銀行、証券、投信投資顧問等を主要顧客として、総合証券システム、オンライントレーディングシステム、投信窓販シス
テム、投信経理システム等を、ASP型のシステムサービスとして提供。また、豊富な実務・運用経験に基づく、業務・シ
ステム・技術コンサルティングを展開。2005年、より高度で幅広いサービスをワンストップで提供すべく、弊社とアライ
アンスを締結。

Oracle Financial 
Services Software

銀行勘定系システム コア・バンキングパッケージとして、新規顧客獲得数４年連続世界第一位にランキング（2002～2005年、IBS誌）。現
在の顧客数500以上、115ヵ国以上でサービスを提供している「Oracle FLEXCUBE」。モジュール・アーキテクチャと
して、機能が部品化されており、必要な機能のみの導入が可能。また、商品をパラメータで設定可能なため、新商品
の導入が容易。

SAP BaselⅡ対応システム 
銀行勘定系システム 
ERP（人事・会計）システム 
データベース・システム
（SAP HANA等） 
クラウドソリューション

高品質・高付加価値な導入コンサルテーション、豊富な成功事例に裏づけされた安全・確実なシステム導入、お
よびSAP社とのグローバルアライアンスに基づく手厚いサポートを提供。SAP社が提供する次世代ERPのSAP 

S/4HANAにおいては、グローバルレベルで豊富な導入実績があり、且つ調達ソリューション（Ariba）や人事ソリュ
ーション（SuccessFactors）、経費管理ソリューション（Concur）などのクラウドソリューションの導入も可能。ま
た導入だけではなく、弊社が得意とするアウトソーシングとの組み合わせも可能。

SAS Institute イベント・ベースト・ 
マーケティング 
クレジットライン最適化 
リスク・マネジメント 
サステナビリティ

CRM、リスクマネジメント、サステナビリティ等同社ソフトウェア・コンポーネントにより、金融業界では、個人・法
人向け顧客営業支援、クレジットカード与信分析、FRTB(MCRMR)ソリューション、カーボンモデリング等のCSR環
境アプローチ等、さまざまな分野における高度データ分析をリードするソフトウェア。

Temenos 銀行勘定系システム バンキング・システムとして、世界120カ国、600顧客サイトで利用されている「Temenos」。「T24」は、オープン・ア
ーキテクチャに基づき、カスタマイズ性と拡張性を提供し、リアルタイム対応を可能とするモジュラー構造。ハイ・パ
フォーマンスをリードするコア・バンキング・ソフトウェア。
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会社概要

グローバル拠点数: 

世界50カ国 

売上高: 

505億USドル（2021年8月時点）

従業員数: 

約72万1,000人　

会長兼最高経営責任者: 

ジュリー・スウィート 

アクセンチュア株式会社 
本社所在地: 

〒 107-8672 　東京都港区赤坂1-8-1 

 赤坂インターシティAIR

電話番号: 

03-3588-3000(代表）

FAX: 

03-3588-3001

従業員数: 

約19,000人（2022年6月1日時点）

代表者: 

代表取締役社長　江川　昌史

URL: 

www.accenture.com/jp

お問合せ先 

ニューズレターの掲載内容に関するお
問合せは、金融サービス本部

FS Architect担当 

マネジング・ディレクター　木原　久明 

Info.Tokyo@accenture.com 

ご連絡ください。

03-3588-3000(代表) 

03-3588-3001(FAX) 

FS Architect専用サイト 

www.accenture.com/jp-ja/insights/

financial-services/fs-architect

（Julie Sweet）
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アクセンチュアは、デジタル、クラウドお
よびセキュリティ領域において卓越した能
力で世界をリードするプロフェッショナル 
サービス企業です。40を超える業界の比類
のなき知見、経験と専門スキルを組み合わ
せ、ストラテジー＆コンサルティング、テ
クノロジー、オペレーションズサービス、
アクセンチュアソングを、世界最大の先端
テクノロジーセンターとインテリジェント
オペレーションセンターのネットワークを
活用して提供しています。アクセンチュア
は72万1,000人の社員が、世界120カ国以
上のお客様に対してサービスを提供してい
ます。アクセンチュアは、変化がもたらす
力を受け入れ、お客様、社員、株主、パー
トナー企業や社会へのさらなる価値を創出 
します。

アクセンチュアの詳細は
www.accenture.com/us-enを、
アクセンチュア株式会社の詳細は
www.accenture.com/jpをご覧ください。

アクセンチュアについてアクセンチュア金融サービスに
ついて
アクセンチュア金融サービスは、銀行業、
証券業および保険業の3セクターにおける様
々な金融機関に対し、世界各国や様々な業
種で培った比類のなき知見、経験と専門ス
キルを組み合わせ、コンサルティング、テ
クノロジー、クリエイティブ、オペレーシ
ョンのサービスを提供しています。

国内外の金融業界を取り巻く変化をいち早
くとらえ、企業のみならず業界全体の成長
に貢献したいと考えています。クライアン
ト企業のビジネス拡大、コスト削減、高ま
る規制やリスクへの対応、合併・買収に伴
う統合作業、新しいテクノロジーの導入
等、支援領域は多岐にわたります。近年で
は特に、「イノベーション創造」に向けた
デジタル変革を支援しています。

3つのセクターにおける主な金融機関は以下
の通りです。

• 銀行業：リテール銀行、商業銀行、総合
金融機関、政府系金融機関、クレジッ
ト・信販会社、リース会社

• 証券業：証券会社、信託銀行、投資/投
資顧問会社、資産運用会社、証券保管機
関、各種金融商品取引所、清算および決
済機関

• 保険業：損害保険会社、生命保険会社、
年金保険会社、再保険会社、保険ブロー
カー

金融機関の皆さまにより早く最新の動向や
弊社のインサイトをご紹介すべく、「金融
ウェビナー」や「金融サービスブログ」を
実施しております。

金融サービス本部の詳細は
www.accenture.com/jp/fsをご覧くださ
い。


	目录1

